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交付申請時の提出書類一覧 

※書類は下記の番号順に整えて提出してください。 

※書類が全て揃っていない場合には受理することができませんので、ご注意ください。 

※この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。 

 

番号 書類名 部数 備考 

1 交付申請書（様式第 1 号） 原本 1 部  

2 事業実施計画（様式第 1 号別添） 原本 1 部  

3 構成事業主名簿（様式第１号別添別紙）、 

協定書（締結する必要がある場合） 

写し 1 部 支給要領第１の１（２）の「中小企業

事業主占める割合が、構成事業主全体

の２分の１を超えていること」を確認

するものとなります。 

 なお、当該要件を確認できる場合に

は、様式第１号別添別紙以外の既存の

会員名簿等を添付して頂いて構いませ

ん。 

また、中小企業事業主の分類を確認

するに当たり、相当程度の時間を要す

る場合において、支給要領第１の１

（１）①アからオに該当する事業主団

体については、それぞれの根拠法上に

おける目的等に鑑み、申請手続の簡素

化の観点から、「中小企業事業主の占め

る割合が、構成事業主全体の２分の１

を超える」旨を署名すること等により、

要件を満たすこととして取扱います。 

4 定款、会則等 写し 1 部 支給要領第１の１（３）の「事業活動状

況に問題がないこと」の要件を確認す

るものとなります。 

5 直近２年間の収支決算書（新規設立時は

除く） 

写し 1 部 支給要領第１の１（３）の「事業活動状

況に問題がないこと」や、「事業主団体

の財政が健全であること」の要件を確

認するものとなります。 

6 見積書（事業を実施するために必要な経費の算

出根拠が分かる資料、必要に応じて導入する機

器等の内容が分かる資料） 
 
※見積書の発行を受けることができない場合、

例外的に見積書以外の資料によることを認める

場合がある。 

写し 1 部 ①金額が適正な水準のものか確認する

必要があるため、１件当たり 10 万円以

上を要するものについては、２社以上

から見積もりを取り、提出すること。 
※複数提出できない場合は、金額が適正な水

準であることが確認できる資料を提出するこ

と。 

②採用する見積書の右上に【資料ａ】、

相見積書の右上に【資料ｂ】と付すこ

と。※複数の製品・サービスについて申請す

る場合には、製品・サービス毎に番号（資料１

－ａ、資料１－ｂ、資料２－ａ、資料２－ｂ等）

を付すこと。 
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交付申請チェックリスト 

 
様式第１号、添付書類関係 

□ 申請事業主団体等の名称を記入・押印しているか。 

□ 申請事業主団体等の分類は適切に記載されているか。 

□ 申請事業主団体等の活動内容についてその概要を記載しているか。 

□ 申請事業主団体等は労災保険法の適用事業主に該当しているか。 

□ 申請事業主団体等が共同事業主の場合、協定書（10 社以上）を締結しているか。 

□ 構成事業主の一覧等を添付しているか。 

□ 「２ 事業の内容及び目的」について、支給対象の事業を１つ以上選択しているか。 

□ 「４ 消費税の適用に関する事項」について、選択した内容と、「働き方改革推進支援

助成金事業実施計画」（様式第１号別添）の所要額の内容に齟齬はないか。 

□ 支給要領に定める不支給等要件に該当していないか。 

□ 「働き方改革推進支援助成金事業実施計画」（様式第１号別添）を添付しているか。 

 

様式第１号別添  

□ 事業実施期間は余裕を持った期間を設定しているか。 

□ 成果目標は、構成事業主の２分の１以上を設定しているか。 

□ 改善事業推進員の氏名を記入しているか。 

□ 事業内容、事業の目的、実施予定時期、所要額の内訳を、具体的に記入しているか。 

□ 経費の算出根拠が分かる資料（見積書）を添付しているか。 

□ 契約形態が事業実施期間を超える契約の場合、年額、月額料金等については、事業実

施期間に係る料金のみとしているか（年額の場合は月割りしてあるか）。 

□ 助成対象ではない経費を含めていないか（働き方改革推進支援助成金支給要領の別紙

の経費か）。 

□ 事業実施期間中に実際に負担する料金のみを記入しているか。 

□ 経費区分を適切に記載しているか。 

□ 「(5)所要額の積算根拠等」の所要額の内訳の合計額と、「(6)経費区分」の合計額が一

致するか。 

□ 収入額（見込み含む）が発生する場合、見込額の内訳を添付しているか。 

□ 国庫補助所要額が、1,000 円未満切捨てとなっているか。 

 

その他 

□ 「交付申請時の提出書類一覧」記載の資料をすべて添付しているか。 

□ その他、「申請書類等の書き方と留意点」に基づいて記入しているか。 

□ 支給要領で規定する併給調整に該当する事業主団体等ではないか。 
 

 


